
昭和二十八年法律第百十四号
と畜場法

（この法律の目的）
第一条　この法律は、と畜場の経営及び食用に供するために行う獣畜の処理の適正の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の
措置を講じ、もつて国民の健康の保護を図ることを目的とする。
（国、都道府県及び保健所を設置する市の責務）
第二条　国、都道府県及び地域保健法（昭和二十二年法律第百一号）第五条第一項の規定に基づく政令で定める市（以下「保健所を設置す
る市」という。）は、家畜の生産の実態及び獣畜の疾病の発生の状況を踏まえ、食品衛生上の危害の発生を防止するため、食用に供する
ために行う獣畜の処理の適正の確保のために必要な措置を講じなければならない。
（定義）
第三条　この法律で「獣畜」とは、牛、馬、豚、めん羊及び山羊をいう。
２　この法律で「と畜場」とは、食用に供する目的で獣畜をとさつし、又は解体するために設置された施設をいう。
３　この法律で「一般と畜場」とは、通例として生後一年以上の牛若しくは馬又は一日に十頭を超える獣畜をとさつし、又は解体する規模
を有すると畜場をいう。
４　この法律で「簡易と畜場」とは、一般と畜場以外のと畜場をいう。
５　この法律で「と畜業者」とは、獣畜のとさつ又は解体の業を営む者をいう。
（と畜場の設置の許可）
第四条　一般と畜場又は簡易と畜場は、都道府県知事（保健所を設置する市にあつては、市長。以下同じ。）の許可を受けなければ、設置
してはならない。
２　前項の規定による許可を受けようとする者は、構造設備その他厚生労働省令で定める事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しな
ければならない。
３　第一項の規定により許可を受けて設置したと畜場について、構造設備その他厚生労働省令で定める事項を変更しようとする者は、あら
かじめ、都道府県知事に届け出なければならない。
第五条　都道府県知事は、前条第一項の規定による許可の申請があつた場合において、当該と畜場の設置の場所が次の各号のいずれかに該
当するとき、又は当該と畜場の構造設備が政令で定める一般と畜場若しくは簡易と畜場の基準に合わないと認めるときは、同項の許可を
与えないことができる。
一　人家が密集している場所
二　公衆の用に供する飲料水が汚染されるおそれがある場所
三　その他都道府県知事が公衆衛生上危害を生ずるおそれがあると認める場所
２　都道府県知事は、公衆衛生上必要があると認めるときは、前条第一項の規定による許可を受けたと畜場（以下単に「と畜場」という。）
につき、その構造設備の規模に応じ、当該と畜場において通例として処理することができる獣畜の種類及び一日当りの頭数を制限するこ
とができる。
（と畜場の衛生管理）
第六条　厚生労働大臣は、と畜場の衛生的な管理その他公衆衛生上必要な措置（次項において「公衆衛生上必要な措置」という。）につい
て、厚生労働省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるものとする。
一　と畜場の内外の清潔保持、汚物の処理、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的な衛生管理に関すること。
二　食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための取組に関すること。

２　と畜場の設置者又は管理者は、前項の規定による基準に従い、厚生労働省令で定めるところにより公衆衛生上必要な措置を定め、これ
を遵守しなければならない。
（衛生管理責任者）
第七条　と畜場の管理者（と畜場の管理者がいないと畜場にあつては、と畜場の設置者。以下この項、第六項、次条及び第十八条第一項第
五号において同じ。）は、と畜場を衛生的に管理させるため、と畜場ごとに、衛生管理責任者を置かなければならない。ただし、と畜場
の管理者が自ら衛生管理責任者となつて管理すると畜場については、この限りでない。
２　衛生管理責任者は、と畜場の衛生管理に関してこの法律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に係る違反が行われないように、当該
と畜場の衛生管理に従事する者を監督し、当該と畜場の構造設備を管理し、その他当該と畜場の衛生管理につき、必要な注意をしなけれ
ばならない。
３　衛生管理責任者は、と畜場の衛生管理に関してこの法律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に係る違反が行われないように、当該
と畜場の衛生管理につき、当該と畜場の設置者又は管理者に対し必要な意見を述べなければならない。

４　と畜場の設置者又は管理者は、前項の規定による衛生管理責任者の意見を尊重しなければならない。
５　次の各号のいずれかに該当する者でなければ、衛生管理責任者となることができない。
一　獣医師
二　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学、旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）に基づく大学又は旧専門学校
令（明治三十六年勅令第六十一号）に基づく専門学校において獣医学又は畜産学の課程を修めて卒業した者（当該課程を修めて同法に
基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）
三　学校教育法第五十七条に規定する者又は厚生労働省令で定めるところによりこれらの者と同等以上の学力があると認められる者で、
と畜場の衛生管理の業務に三年以上従事し、かつ、都道府県又は保健所を設置する市が行う講習会の課程を修了した者

６　と畜場の管理者は、衛生管理責任者を置き、又は自ら衛生管理責任者となつたときは、その日から十五日以内に、都道府県知事に、そ
の衛生管理責任者の氏名又は自ら衛生管理責任者となつた旨その他厚生労働省令で定める事項を届け出なければならない。衛生管理責任
者を変更したときも、同様とする。
７　受講科目その他第五項第三号の講習会の課程に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。
第八条　都道府県知事は、衛生管理責任者が次の各号のいずれかに該当する場合であつて当該衛生管理責任者に引き続きその職務を行わせ
ることが適切でないと認めるときは、と畜場の管理者に対し、その解任を命ずることができる。
一　この法律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。
二　前条第二項に規定する職務を怠つたとき。
（と畜業者等の講ずべき衛生措置）
第九条　厚生労働大臣は、獣畜のとさつ又は解体の衛生的な管理その他公衆衛生上必要な措置（次項において「公衆衛生上必要な措置」と
いう。）について、厚生労働省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるものとする。
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一　と畜場内の清潔保持、汚物の処理、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的な衛生管理に関すること。
二　食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための取組に関すること。

２　と畜業者その他獣畜のとさつ又は解体を行う者（以下「と畜業者等」という。）は、前項の規定による基準に従い、厚生労働省令で定
めるところにより公衆衛生上必要な措置を定め、これを遵守しなければならない。
（作業衛生責任者）
第十条　と畜業者等は、獣畜のとさつ又は解体を衛生的に管理させるため、と畜場ごとに、作業衛生責任者を置かなければならない。ただ
し、と畜業者等が自ら作業衛生責任者となつて管理すると畜場については、この限りでない。

２　第七条第二項から第七項までの規定及び第八条の規定は、作業衛生責任者について準用する。この場合において、必要な技術的読替え
は、政令で定める。
（と畜場の使用等の拒否の制限）
第十一条　と畜場の設置者又は管理者は、正当な理由がなければ、獣畜のとさつ又は解体のためにと畜場を使用することを拒んではならな
い。
２　と畜業者は、正当な理由がなければ、獣畜のとさつ又は解体を拒んではならない。
（と畜場使用料及びとさつ解体料）
第十二条　と畜場の設置者若しくは管理者又はと畜業者は、と畜場使用料又はとさつ解体料について、あらかじめ、その額を定めて、都道
府県知事の認可を受けなければならない。認可を受けたと畜場使用料又はとさつ解体料の額を変更しようとするときも、同様とする。

２　と畜場の設置者若しくは管理者又はと畜業者は、前項の規定により認可を受けた額を超えると畜場使用料又はとさつ解体料を受けては
ならない。
３　と畜場の設置者若しくは管理者又はと畜業者は、第一項の規定により認可を受けたと畜場使用料又はとさつ解体料を、と畜場内の見や
すい場所に掲示しなければならない。
（獣畜のとさつ又は解体）
第十三条　何人も、と畜場以外の場所において、食用に供する目的で獣畜をとさつしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限り
でない。
一　食肉販売業その他食肉を取り扱う営業で厚生労働省令で定めるものを営む者以外の者が、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところ
により、都道府県知事に届け出て、主として自己及びその同居者の食用に供する目的で、獣畜（生後一年以上の牛及び馬を除く。）を
とさつする場合
二　獣畜が不慮の災害により、負傷し、又は救うことができない状態に陥り、直ちにとさつすることが必要である場合
三　獣畜が難産、産

じよく
褥 麻

ひ
痺又は急性鼓張症その他厚生労働省令で定める疾病にかかり、直ちにとさつすることが必要である場合

四　その他政令で定める場合
２　何人も、と畜場以外の場所において、食用に供する目的で獣畜を解体してはならない。ただし、前項第一号又は第四号の規定によりと
畜場以外の場所においてとさつした獣畜を解体する場合は、この限りでない。
３　都道府県知事は、公衆衛生上必要があると認めるときは、前二項の規定により、と畜場以外の場所において獣畜をとさつし、又は解体
する者に対し、とさつ又は解体の場所、肉、内臓等の取扱方法及び汚物の処理方法を指示することができる。
（獣畜のとさつ又は解体の検査）
第十四条　と畜場においては、都道府県知事の行う検査を経た獣畜以外の獣畜をとさつしてはならない。
２　と畜場においては、とさつ後都道府県知事の行う検査を経た獣畜以外の獣畜を解体してはならない。
３　と畜場内で解体された獣畜の肉、内臓、血液、骨及び皮は、都道府県知事の行う検査を経た後でなければ、と畜場外に持ち出してはな
らない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。
一　この項本文に規定する検査のため必要があると認められる場合において都道府県（保健所を設置する市にあつては、市。以下同じ。）
の職員が解体された獣畜の肉、内臓、血液、骨又は皮の一部を持ち出すとき。
二　厚生労働省令で定める疾病の有無についてのこの項本文に規定する検査を行う場合において都道府県知事の許可を得て獣畜の皮を持
ち出すときその他の衛生上支障がない場合として政令で定めるとき。

４　前三項の規定は、都道府県知事が特に検査を要しないものと認めた場合を除き、前条第一項第四号又はこれに係る同条第二項ただし書
の規定によりと畜場以外の場所で獣畜のとさつ又は解体が行われる場合に準用する。この場合において、前項中「と畜場外」とあるの
は、「獣畜の解体を行つた場所外」と読み替えるものとする。
５　前各項に規定する都道府県知事の権限に属する事務のうち、政令で定める疾病の有無についての検査に係るものは、前各項の規定にか
かわらず、政令で定めるところにより、都道府県知事及び厚生労働大臣が行う。
６　前各項の規定による検査は、次に掲げるものの有無について行うものとする。
一　家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第百六十六号）第二条第一項に規定する家畜伝染病及び同法第四条第一項に規定する届出伝
染病
二　前号に掲げるもの以外の疾病であつて厚生労働省令で定めるもの
三　潤滑油の付着その他の厚生労働省令で定める異常
７　前項に定めるもののほか、第一項から第五項までの規定により都道府県知事及び厚生労働大臣の行う検査の方法、手続その他検査に関
し必要な事項は、政令で定める。
８　第一項から第五項までの規定により都道府県知事及び厚生労働大臣が行う検査の結果については、審査請求をすることができない。
（譲受けの禁止）
第十五条　何人も、第十三条第二項の規定に違反してと畜場以外の場所で解体された獣畜の肉若しくは内臓、又は前条第三項（同条第四項
において準用する場合及び同条第五項の規定の適用がある場合を含む。）の規定に違反して持ち出された獣畜の肉若しくは内臓を、食品
として販売（不特定又は多数の者に対する販売以外の授与を含む。）の用に供する目的で譲り受けてはならない。
（とさつ解体の禁止等）
第十六条　都道府県知事は、第十四条の規定による検査の結果、獣畜が疾病にかかり、若しくは異常があり食用に供することができないと
認めたとき、又は当該獣畜により若しくは当該獣畜のとさつ若しくは解体により病毒を伝染させるおそれがあると認めたときは、公衆衛
生上必要な限度において、次に掲げる措置をとることができる。
一　当該獣畜のとさつ又は解体を禁止すること。
二　当該獣畜の所有者若しくは管理者、と畜場の設置者若しくは管理者、と畜業者その他の関係者に対し、当該獣畜の隔離、と畜場内の
消毒その他の措置を講ずべきことを命じ、又は当該職員にこれらの措置を講じさせること。
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三　当該獣畜の肉、内臓等の所有者若しくは管理者に対し、食用に供することができないと認められる肉、内臓その他の獣畜の部分につ
いて廃棄その他の措置を講ずべきことを命じ、又は当該職員にこれらの措置を講じさせること。

（報告の徴収等）
第十七条　都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、と畜場の設置者若しくは管理者、と畜業者その他の関係者から必要な
報告を徴し、又は当該職員に、と畜場若しくはと畜場の設置者若しくは管理者、と畜業者その他の関係者の事務所、倉庫その他の施設に
立ち入り、設備、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。
２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係者の請求があるときは、これを提示しなければな
らない。
３　第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
（と畜場の設置の許可の取消し等）
第十八条　都道府県知事は、次に掲げる場合には、第四条第一項の規定による許可を取り消し、又はと畜場の設置者若しくは管理者に対
し、期間を定めて、当該と畜場の施設の使用の制限若しくは停止を命ずることができる。
一　当該と畜場の構造設備が第五条第一項の規定による基準に合わなくなつたとき。
二　第五条第二項の規定による獣畜の種類及び頭数の制限が定められていると畜場において、その制限によらないで獣畜のとさつ又は解
体が行われるに至つたとき。

三　第五条第二項の規定による獣畜の種類及び頭数の制限が定められていない簡易と畜場において、通例として、一日に十頭を超える獣
畜又は生後一年以上の牛若しくは馬のとさつ又は解体が行われるに至つたとき。
四　当該と畜場の設置者又は管理者が、第六条第二項又は第七条第一項若しくは第六項の規定に違反したとき。
五　当該と畜場の管理者が、第八条の規定による命令に違反したとき。
２　都道府県知事は、次に掲げる場合には、と畜業者等に対し、期間を定めて、とさつ若しくは解体の業務の停止を命じ、又はとさつ若し
くは解体を行うことを禁止することができる。
一　当該と畜業者等が、第九条第二項又は第十条第一項若しくは第二項において準用する第七条第六項の規定に違反したとき。
二　当該と畜業者等が、第十条第二項において準用する第八条の規定による命令に違反したとき。
（と畜検査員）
第十九条　第十四条に規定する検査の事務に従事させ、並びに第十六条及び第十七条第一項に規定する当該職員の職務並びに食用に供する
ために行う獣畜の処理の適正の確保に関する指導の職務を行わせるため、都道府県知事は、当該都道府県の職員のうちからと畜検査員を
命ずるものとする。
２　都道府県知事は、食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第二十四条第一項に規定する都道府県等食品衛生監視指導計画の定
めるところにより、と畜検査員に前項に規定する事務又は職務を行わせなければならない。

３　と畜検査員の資格について必要な事項は、政令で定める。
（厚生労働大臣の調査の要請等）
第二十条　厚生労働大臣は、食品衛生法第六十五条の規定に基づき報告を求めた場合その他食品衛生上の危害の発生の防止のため特に必要
があると認めるときは、都道府県知事に対し、期限を定めて、第十四条第一項から第四項までの規定により行う検査及び第十七条第一項
の規定による措置を実施し、食中毒の原因を調査し、調査の結果を報告するように求めることができる。
（国民の意見の聴取）
第二十一条　厚生労働大臣は、第六条第一項、第九条第一項、第十三条第一項第三号若しくは第十四条第六項第二号若しくは第三号の厚生
労働省令を制定し、若しくは改廃しようとするとき、又は同条第七項の政令の制定若しくは改廃の立案をしようとするときは、その趣
旨、内容その他の必要な事項を公表し、広く国民の意見を求めるものとする。ただし、食品衛生上の危害の発生を防止するため緊急を要
する場合で、あらかじめ広く国民の意見を求めるいとまがないときは、この限りでない。
２　厚生労働大臣は、前項ただし書の場合においては、事後において、遅滞なく、広く国民の意見を求めるものとする。
（連絡及び協力）
第二十二条　厚生労働大臣及び農林水産大臣は、この法律の施行に当たつては、食用に供するために行う獣畜の処理の適正の確保に関する
事項について、相互に緊密に連絡し、及び協力しなければならない。
（事務の区分）
第二十三条　第十七条第一項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二
条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
（罰則）
第二十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の拘禁刑又は三百万円以下の罰金に処する。
一　第四条第一項の規定に違反した者
二　第十三条第一項又は第二項の規定に違反した者
三　第十四条第一項から第三項まで（同条第四項において準用する場合及び同条第五項の規定の適用がある場合を含む。）の規定に違反
した者

第二十五条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。
一　第十五条の規定に違反した者
二　第十六条の規定による禁止若しくは命令に違反した者又は同条第二号若しくは第三号の規定により当該職員の職務の執行を拒み、妨
げ、若しくは忌避した者

三　第十八条第一項の規定による命令又は同条第二項の規定による命令若しくは禁止に違反した者
第二十六条　次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。
一　第七条第六項（第十条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者
二　第十一条の規定に違反した者
三　第十二条第一項の規定による認可を受けないで、又は同条第二項の規定に違反して、と畜場使用料又はとさつ解体料を受けた者
四　第十三条第三項の規定による指示に違反した者
五　第十七条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は当該職員の立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第二十七条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定
の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科す
る。
一　第二十四条　一億円以下の罰金刑
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二　第二十五条又は前条　各本条の罰金刑
附　則　抄

（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第十二条の規定は、公布の日から起算して一箇月を経過した日から施行する。
（屠場法の廃止）
２　屠場法（明治三十九年法律第三十二号）は、廃止する。
（と畜場設置の許可に関する経過規定）
３　この法律の施行の際、現に従前の規定による許可を受けて設置されていると畜場のうち、その構造設備が第五条第一項の規定による一
般と畜場の基準に合うもの及び通例として一日に十頭を超える獣畜をとさつし、又は解体しているものは、この法律の規定による許可を
受けて設置された一般と畜場とみなし、その他のものは、この法律の規定による許可を受けて設置された簡易と畜場とみなす。
（と畜検査員に関する経過規定）
４　この法律の施行の際、現に従前の規定によりと畜検査員を命ぜられている者は、この法律の規定によりと畜検査員を命ぜられたものと
みなす。
（罰則に関する経過規定）
５　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（昭和三七年九月一五日法律第一六一号）　抄
１　この法律は、昭和三十七年十月一日から施行する。
２　この法律による改正後の規定は、この附則に特別の定めがある場合を除き、この法律の施行前にされた行政庁の処分、この法律の施行
前にされた申請に係る行政庁の不作為その他この法律の施行前に生じた事項についても適用する。ただし、この法律による改正前の規定
によつて生じた効力を妨げない。
３　この法律の施行前に提起された訴願、審査の請求、異議の申立てその他の不服申立て（以下「訴願等」という。）については、この法
律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前にされた訴願等の裁決、決定その他の処分（以下「裁決等」という。）又はこの
法律の施行前に提起された訴願等につきこの法律の施行後にされる裁決等にさらに不服がある場合の訴願等についても、同様とする。

４　前項に規定する訴願等で、この法律の施行後は行政不服審査法による不服申立てをすることができることとなる処分に係るものは、同
法以外の法律の適用については、行政不服審査法による不服申立てとみなす。
５　第三項の規定によりこの法律の施行後にされる審査の請求、異議の申立てその他の不服申立ての裁決等については、行政不服審査法に
よる不服申立てをすることができない。
６　この法律の施行前にされた行政庁の処分で、この法律による改正前の規定により訴願等をすることができるものとされ、かつ、その提
起期間が定められていなかつたものについて、行政不服審査法による不服申立てをすることができる期間は、この法律の施行の日から起
算する。
８　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
９　前八項に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（昭和五八年一二月一〇日法律第八三号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。
一　略
二　第一条から第三条まで、第二十一条及び第二十三条の規定、第二十四条中麻薬取締法第二十九条の改正規定、第四十一条、第四十七
条及び第五十四条から第五十六条までの規定並びに附則第二条、第六条、第十三条及び第二十条の規定　昭和五十九年四月一日

（その他の処分、申請等に係る経過措置）
第十四条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び第十六条において同じ。）の施行前に改正前
のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行
の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）
で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定
又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後にお
ける改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみな
す。
（罰則に関する経過措置）
第十六条　この法律の施行前にした行為及び附則第三条、第五条第五項、第八条第二項、第九条又は第十条の規定により従前の例によるこ
ととされる場合における第十七条、第二十二条、第三十六条、第三十七条又は第三十九条の規定の施行後にした行為に対する罰則の適用
については、なお従前の例による。
附　則　（平成五年一一月一二日法律第八九号）　抄

（施行期日）
第一条　この法律は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日から施行する。
（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置）
第二条　この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の
手続その他の意見陳述のための手続に相当する手続を執るべきことの諮問その他の求めがされた場合においては、当該諮問その他の求め
に係る不利益処分の手続に関しては、この法律による改正後の関係法律の規定にかかわらず、なお従前の例による。
（罰則に関する経過措置）
第十三条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置）
第十四条　この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利益処分に係るものを除く。）又はこれらのため
の手続は、この法律による改正後の関係法律の相当規定により行われたものとみなす。
（政令への委任）
第十五条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（平成一一年七月一六日法律第八七号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
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一　第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分
（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に
係る部分に限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規
定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十
二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十
条、第百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定　公布の日

（厚生大臣に対する再審査請求に係る経過措置）
第七十四条　施行日前にされた行政庁の処分に係る第百四十九条から第百五十一条まで、第百五十七条、第百五十八条、第百六十五条、第
百六十八条、第百七十条、第百七十二条、第百七十三条、第百七十五条、第百七十六条、第百八十三条、第百八十八条、第百九十五条、
第二百一条、第二百八条、第二百十四条、第二百十九条から第二百二十一条まで、第二百二十九条又は第二百三十八条の規定による改正
前の児童福祉法第五十九条の四第二項、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第十二条の四、食品衛生法第二十九
条の四、旅館業法第九条の三、公衆浴場法第七条の三、医療法第七十一条の三、身体障害者福祉法第四十三条の二第二項、精神保健及び
精神障害者福祉に関する法律第五十一条の十二第二項、クリーニング業法第十四条の二第二項、狂犬病予防法第二十五条の二、社会福祉
事業法第八十三条の二第二項、結核予防法第六十九条、

ヽ
と畜場法第二十条、歯科技工士法第二十七条の二、臨床検査技師、衛生検査技師

等に関する法律第二十条の八の二、知的障害者福祉法第三十条第二項、老人福祉法第三十四条第二項、母子保健法第二十六条第二項、柔
道整復師法第二十三条、建築物における衛生的環境の確保に関する法律第十四条第二項、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第二十四
条、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第四十一条第三項又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第
六十五条の規定に基づく再審査請求については、なお従前の例による。
（国等の事務）
第百五十九条　この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又
はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」
という。）は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとす
る。
（処分、申請等に関する経過措置）
第百六十条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行
前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの
法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」
という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条
までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の
日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の
行為とみなす。
２　この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなけれ
ばならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあ
るもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の
手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用
する。
（不服申立てに関する経過措置）
第百六十一条　施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施
行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服
申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用す
る。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。

２　前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処
理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
（手数料に関する経過措置）
第百六十二条　施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の規定により納付すべきであった
手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。
（罰則に関する経過措置）
第百六十三条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（その他の経過措置の政令への委任）
第百六十四条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定め
る。
（検討）
第二百五十条　新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、できる限り新たに設けることのないようにす
るとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検
討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。
第二百五十一条　政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地
方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
附　則　（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）　抄

（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定
める日から施行する。
一　第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。）
、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定　公布の日
附　則　（平成一五年五月三〇日法律第五五号）　抄

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定
は、当該各号に定める日から施行する。
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一　第四条並びに附則第九条、第十条（食品安全基本法（平成十五年法律第四十八号）第二十二条に規定する食品安全委員会（以下この
条及び附則第十条において「食品安全委員会」という。）に係る部分を除く。）、第十二条、第十三条及び第二十九条の規定　公布の日

二　附則第十条（食品安全委員会に係る部分に限る。）の規定　食品安全基本法の施行の日
三　第二条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第六条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第八条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び
第十条並びに附則第二条から第五条まで、第八条、第十六条から第十八条まで、第二十一条から第二十六条まで、第三十一条、第三十
三条及び第三十五条の規定　公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める日

四　第二条中食品衛生法第十九条の改正規定（「第十七条第一項」を「第二十八条第一項」に改める部分を除く。）、第六条中と畜場法第
十九条の改正規定及び第八条中食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第三十九条の改正規定　平成十六年四月一日

（衛生管理責任者及び作業衛生責任者に関する経過措置）
第六条　この法律の施行の際現にと畜場の衛生管理の業務に従事している者その他その者に準ずるものとして厚生労働省令で定める者であ
って、平成九年四月一日以降において三年以上と畜場の衛生管理の業務に従事した経験を有するものは、この法律の施行の日から三年間
は、第五条の規定による改正後のと畜場法（次条において「新と畜場法」という。）第七条第五項の規定にかかわらず、同条第一項に規
定する衛生管理責任者となることができる。
第七条　この法律の施行の際現に獣畜のとさつ又は解体の業務に従事している者その他その者に準ずるものとして厚生労働省令で定める者
であって、平成九年四月一日以降において三年以上獣畜のとさつ又は解体の業務に従事した経験を有するものは、この法律の施行の日か
ら三年間は、新と畜場法第十条第二項において準用する新と畜場法第七条第五項の規定にかかわらず、新と畜場法第十条第一項に規定す
る作業衛生責任者となることができる。
（処分、手続等に関する経過措置）
第九条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。附則第十二条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの
法律（これに基づく命令を含む。以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれ
の法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってした
ものとみなす。
（国民の意見の聴取等）
第十条　
３　厚生労働大臣は、附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日前においても、次に掲げる場合には、その趣旨、内容その他の必要な事項
を公表し、広く国民の意見を求め、又は食品安全委員会の意見を聴くことができる。
一　略
二　第六条の規定による改正後のと畜場法第六条、第九条並びに第十四条第六項第二号及び第三号の厚生労働省令並びに同条第七項の政
令を定めようとするとき。

（罰則に関する経過措置）
第十二条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（政令への委任）
第十三条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。
（検討）
第十四条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法
律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
附　則　（平成一九年六月二七日法律第九六号）　抄

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成二六年六月一三日法律第六九号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日から施行する。
（経過措置の原則）
第五条　行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの法律の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこ
の法律の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、この附則に特別の定めがある場合を除き、なお従前の例によ
る。
（訴訟に関する経過措置）
第六条　この法律による改正前の法律の規定により不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後でなければ訴えを提起で
きないこととされる事項であって、当該不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき期間を経過したもの（当該不服
申立てが他の不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為を経た後でなければ提起できないとされる場合にあっては、当該他の
不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき期間を経過したものを含む。）の訴えの提起については、なお従前の例
による。
２　この法律の規定による改正前の法律の規定（前条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）により異議申立てが提
起された処分その他の行為であって、この法律の規定による改正後の法律の規定により審査請求に対する裁決を経た後でなければ取消し
の訴えを提起することができないこととされるものの取消しの訴えの提起については、なお従前の例による。

３　不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為の取消しの訴えであって、この法律の施行前に提起されたものについては、なお
従前の例による。
（罰則に関する経過措置）
第九条　この法律の施行前にした行為並びに附則第五条及び前二条の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の
施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（その他の経過措置の政令への委任）
第十条　附則第五条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令
で定める。

附　則　（平成二九年五月三一日法律第四一号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、平成三十一年四月一日から施行する。ただし、次条及び附則第四十八条の規定は、公布の日から施行する。
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（政令への委任）
第四十八条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（平成三〇年六月一三日法律第四六号）　抄
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定
は、当該各号に定める日から施行する。
一　附則第十一条及び第十三条の規定　公布の日
二　略
三　第二条の規定、第三条中と畜場法第二十条の改正規定並びに第四条中食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第十七条第一
項第四号、第三十九条第二項及び第四十条の改正規定並びに附則第八条、第十五条から第二十一条まで及び第二十四条の規定　公布の
日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日

（公衆衛生上必要な措置に関する経過措置）
第六条　第三条の規定（附則第一条第三号に掲げる改正規定を除く。以下この項において同じ。）による改正後のと畜場法（次項及び附則
第十一条第一項第二号において「新と畜場法」という。）第六条第二項に規定する公衆衛生上必要な措置については、施行日から起算し
て一年間は、第三条の規定による改正前のと畜場法（次項において「旧と畜場法」という。）第六条の規定により定められた基準による
こととする。
２　新と畜場法第九条第二項に規定する公衆衛生上必要な措置については、施行日から起算して一年間は、旧と畜場法第九条の規定により
定められた基準によることとする。
（処分、手続等に関する経過措置）
第十条　この法律（附則第一条第三号に掲げる規定にあっては、当該規定。附則第十二条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの
法律（これらに基づく命令を含む。以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞ
れの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってし
た処分、手続その他の行為とみなす。
（国民の意見の聴取等）
第十一条　厚生労働大臣は、施行日前においても、次に掲げる場合には、その趣旨、内容その他の必要な事項を公表し、広く国民の意見を
求め、又は食品安全委員会の意見を聴くことができる。
一　略
二　新と畜場法第六条第一項又は第九条第一項の厚生労働省令を定めようとするとき。
（罰則に関する経過措置）
第十二条　この法律の施行前にした行為及び附則第五条から第七条までに規定する場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則
の適用については、なお従前の例による。
（政令への委任）
第十三条　附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、
政令で定める。
（検討）
第十四条　政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定について、その施行の状況等を勘
案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
附　則　（令和四年六月一七日法律第六八号）　抄

（施行期日）
１　この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
一　第五百九条の規定　公布の日
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昭和二十八年政令第二百十六号
と畜場法施行令

内閣は、
ヽ
と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）第四条第一項、第九条第一項第五号、第十条第五項及び第十五条第三項の規定に基

き、この政令を制定する。
（一般と畜場の構造設備の基準）
第一条　と畜場法（以下「法」という。）第五条第一項の規定による一般と畜場の構造設備の基準は、次のとおりとする。
一　係留所、生体検査所、処理室、冷却設備、検査室、消毒所、隔離所及び汚物処理設備並びに当該と畜場内において食肉（食用に供す
る内臓を含む。第五号において同じ。）の取引が行われ、かつ、都道府県知事（保健所を設置する市にあつては、市長。以下同じ。）が
特に必要があると認めた場合には、取引室を有すること。
二　係留所には、生後一年以上の牛及び馬については一頭ごとに、その他の獣畜については適宜に、これを係留し、又は収容することが
できる区画が設けられており、かつ、その床は、不浸透性材料（石、コンクリートその他血液及び汚水が浸透しないものをいう。以下
同じ。）で築造され、これに適当なこうばいと排水溝が設けられていること。
三　生体検査所は、次の要件を備えること。
イ　床は、不浸透性材料で築造されていること。
ロ　獣畜の計量及び保定に必要な設備が設けられていること。
ハ　法第十四条第一項の検査の事務に従事する者の手指及びその者が使用する器具の洗浄又は消毒に必要な設備が設けられているこ
と。
ニ　洗浄又は消毒に必要な設備は、第八条第二項に規定する措置を講ずるために必要な数が適当な位置に設けられていること。

四　処理室は、次の要件を備えること。
イ　と室、病畜と室、内臓取扱室及び外皮取扱室に区画され、各室に、直接処理室外に通ずる出入口が設けられていること。
ロ　床は、不浸透性材料で築造され、これに適当なこうばいと排水溝が設けられていること。
ハ　内壁は、不浸透性材料で築造されている場合を除き、床面から少なくとも一・二メートルまで、不浸透性材料で腰張りされている
こと。
ニ　十分に換気及び採光のできる窓が設けられていること。
ホ　内臓検査台、内臓処理台、内臓運搬具、と肉懸ちよう器及び計量器が備えられていること。
ヘ　獣畜のとさつ又は解体を行う者及び法第十四条第二項又は第三項の検査の事務に従事する者の手指並びにこれらの者が使用する器
具の洗浄又は消毒に必要な設備が設けられていること。
ト　洗浄又は消毒に必要な設備は、法第九条に規定する措置及び第八条第二項に規定する措置を講ずるために必要な数が適当な位置に
設けられていること。

チ　洗浄又は消毒に必要な温湯を十分に供給することのできる給湯設備が設けられていること。
リ　飲用に適する水を十分に供給することのできる給水設備が設けられていること。

五　冷却設備は、食肉を十分に冷却することのできるものであること。
六　検査室には、検査台その他検査に必要な器具が備えられ、かつ、給水設備が設けられていること。
七　消毒所には、獣畜の部分等であつて、病毒を伝染させるおそれがあると認められるものの消毒に必要な設備が設けられ、かつ、その
床は、不浸透性材料で築造されていること。
八　隔離所には、隔離された獣畜の汚物及び汚水を消毒することのできる設備が設けられており、かつ、その床は、不浸透性材料で築造
されていること。
九　汚物処理設備は、次の要件を備えること。
イ　汚物だめ並びに血液及び汚水の処理設備を有すること。ただし、血液及び汚水を終末処理場のある下水道に直接流出させると畜場
にあつては、血液及び汚水の処理設備を設けないことができる。
ロ　汚物だめは、処理室及び取引室から適当な距離を有し、かつ、不浸透性材料で築造され、適当な覆いが設けられていること。
ハ　血液及び汚水の処理設備は、処理室及び取引室から適当な距離を有し、かつ、血液及び汚水の浄化装置を有すること。

十　取引室は、次の要件を備えること。
イ　床は、不浸透性材料で築造され、これに適当なこうばいと排水溝が設けられていること。
ロ　内壁は、不浸透性材料で築造されている場合を除き、床面から少なくとも一・二メートルまで、不浸透性材料で腰張りされている
こと。
ハ　十分に換気及び採光のできる窓が設けられていること。
ニ　と肉懸ちよう器及びハンガーレールが備えられていること。
ホ　飲用に適する水を十分に供給することのできる給水設備が設けられていること。

十一　その他都道府県（保健所を設置する市にあつては、市。以下同じ。）が条例で定める構造設備を有すること。
（簡易と畜場の構造設備の基準）
第二条　法第五条第一項の規定による簡易と畜場の構造設備の基準は、次のとおりとする。
一　処理室、検査所、消毒所及び汚物処理設備並びに生体検査及び隔離を行うために必要な敷地を有すること。
二　処理室は、次の要件を備えること。
イ　内臓及び外皮をそれぞれ各別に取り扱うことができるように、適当な区画が設けられていること。
ロ　床は、不浸透性材料で築造され、これに適当なこうばいと排水溝が設けられていること。
ハ　十分に換気及び採光のできる窓が設けられていること。
ニ　内臓検査台、と肉懸ちよう器及び計量器が備えられていること。
ホ　飲用に適する水を十分に供給することのできる給水設備が設けられていること。

三　検査所には、検査台及び給水設備が設けられていること。
四　消毒所には、消毒に必要な設備が設けられており、かつ、その床は、不浸透性材料で築造されていること。
五　汚物処理設備は、次の要件を備えること。
イ　汚物だめ並びに汚水だめ又は血液及び汚水の処理設備を有すること。ただし、血液及び汚水を終末処理場のある下水道に直接流出
させると畜場にあつては、汚水だめ並びに血液及び汚水の処理設備を設けないことができる。

ロ　汚物だめ及び汚水だめは、処理室から適当な距離を有し、かつ、不浸透性材料で築造され、適当な覆いが設けられていること。
ハ　血液及び汚水の処理設備は、処理室から適当な距離を有し、かつ、血液及び汚水の浄化装置を有すること。
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（作業衛生責任者について準用する法の規定の読替え）
第三条　法第十条第二項において作業衛生責任者について法第七条第二項から第六項までの規定及び法第八条の規定を準用する場合におけ
るこれらの規定に係る技術的読替えは、次の表のとおりとする。
読み替える法の規定 読み替えられる字句 読み替える字句
第七条第二項 と畜場の衛生管理に関して 獣畜のとさつ又は解体の衛生管理に関して

当該と畜場の衛生管理 当該と畜場の獣畜のとさつ又は解体
当該と畜場の構造設備を管理し、その他当該と畜場 その他当該と畜場の獣畜のとさつ又は解体

第七条第三項 と畜場の衛生管理に関して 獣畜のとさつ又は解体の衛生管理に関して
当該と畜場の衛生管理 当該と畜場の獣畜のとさつ又は解体の衛生管理
と畜場の設置者又は管理者 と畜業者等

第七条第四項 と畜場の設置者又は管理者 と畜業者等
第七条第五項第三号 と畜場の衛生管理 獣畜のとさつ又は解体
第七条第六項 と畜場の管理者 と畜業者等
第八条 と畜場の管理者 と畜業者等
第八条第二号 前条第二項 第十条第二項の規定により読み替えて準用する前条第二項
（と畜場以外の場所で獣畜をとさつすることができる場合）
第四条　法第十三条第一項第四号の規定により、と畜場以外の場所において、食用に供する目的で獣畜をとさつすることができるのは、次
に掲げる場合とする。
一　災害その他の事故により、と畜場が滅失し、又はその設備がき損し、と畜場以外の場所においてとさつすることがやむを得ない場合
二　離島であるため、その他土地の状況により、と畜場以外の場所においてとさつすることがやむを得ない場合であつて、かつ、都道府
県知事が指定した地域において、又は都道府県知事の許可を受けて獣畜をとさつする場合

（と畜場外への持出しの禁止の特例）
第五条　法第十四条第三項第二号の政令で定めるときは、次のとおりとする。
一　法第十四条第三項第二号の厚生労働省令で定める疾病の有無についての同項本文に規定する検査（次号及び第三号において「解体後
検査」という。）を行う場合において、都道府県知事の許可を得て皮革の原料として牛の皮を持ち出すとき。

二　解体後検査を行う場合において、都道府県知事の許可を得て牛の改良増殖（学術研究の用に供する場合を含む。）の目的のために牛
の卵巣を持ち出すとき。

三　解体後検査を行う場合において、都道府県知事の許可を得て獣畜の肉、内臓、血液、骨又は皮（以下この号から第五号までにおいて
「獣畜の肉等」という。）の所有者又は管理者が焼却するために獣畜の肉等の全部又は一部を持ち出すとき。
四　食品衛生監視員が食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第二十八条第一項の規定により獣畜の肉等の一部を収去すると
き。
五　家畜防疫官又は家畜防疫員が家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第百六十六号）第五十一条第一項の規定により獣畜の肉等の一部
を採取し、又は集取して持ち出すとき。

２　前項第一号から第三号までの許可の基準については、厚生労働省令で定める。
３　第一項第一号から第三号までの許可には、公衆衛生上必要な限度において条件を付することができる。
（都道府県知事及び厚生労働大臣によると畜検査）
第六条　法第十四条第五項の政令で定める疾病は、伝達性海綿状脳症のうち牛、めん羊及び山羊に係るものとする。
２　都道府県知事が法第十四条第五項の規定により行う事務は、次のとおりとする。
一　前項に規定する疾病の有無についての法第十四条第一項及び第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による検査
二　前項に規定する疾病のうち厚生労働省令で定めるものの有無についての法第十四条第三項（同条第四項において準用する場合を含
む。次項において同じ。）の規定による検査のうち、確認検査（疾病にかかつていることを確認するために高度な方法により行う検査
をいう。以下同じ。）を実施する必要があるものを発見するために簡易な方法により行う検査

３　厚生労働大臣が法第十四条第五項の規定により行う事務は、第一項に規定する疾病の有無についての法第十四条第三項の規定による検
査（前項第二号の厚生労働省令で定める疾病の有無についての検査にあつては、確認検査に限る。）とする。

４　前二項の規定にかかわらず、確認検査（当該確認検査の結果の判断に係る部分を除く。以下この項において同じ。）を適確に実施する
に足りる技術的能力を有すると厚生労働大臣が認める都道府県においては、前項の規定により厚生労働大臣が行うこととされている確認
検査を都道府県知事が行うことができる。
（検査の申請）
第七条　法第十四条の規定による検査を受けようとする者は、厚生労働省令で定める事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなけれ
ばならない。
（検査の方法）
第八条　法第十四条の規定による検査は、望診、検温、触診、解剖検査、顕微鏡検査その他の必要な方法により行うものとする。
２　前項の検査の事務に従事する者は、清潔な器具を用い、必要に応じ、手指、器具等の洗浄又は消毒を行い、その他公衆衛生上必要な措
置を講じなければならない。
（検印）
第九条　都道府県知事は、法第十四条第三項の規定による検査を行つたとき（同条第五項の規定により都道府県知事及び厚生労働大臣が検
査を行つたときを含む。）は、厚生労働省令で定めるところにより、検査に合格した肉、内臓及び皮に検印を押さなければならない。
（と畜検査員の資格）
第十条　法第十九条第一項に規定すると畜検査員は、獣医師でなければならない。

附　則　抄
（施行期日）
１　この政令は、公布の日から施行する。
（屠畜取締の費用負担に関する件の廃止）
２　屠畜取締の費用負担に関する件（明治三十九年勅令第百七十二号）は、廃止する。

附　則　（昭和四五年六月一〇日政令第一七六号）
この政令は、公布の日から施行する。
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附　則　（昭和四六年六月一七日政令第一八八号）　抄
（施行期日）
１　この政令は、昭和四十六年六月二十四日から施行する。

附　則　（昭和五九年三月一六日政令第三二号）　抄
１　この政令は、昭和五十九年四月一日から施行する。
２　この政令の施行の際現に改正前のと畜場法施行令（以下「旧令」という。）第一条に規定する構造設備の基準に適合している一般と畜
場であつて、その所在地が保健所を設置する市にあるものについては、昭和六十年三月三十一日までは、改正後のと畜場法施行令（以下
「新令」という。）第一条の規定は、適用しない。この場合において、旧令第一条の規定は、なおその効力を有する。
３　この政令の施行前に旧令第三条第二号の規定により都道府県知事がした許可（当該許可に係る場所が保健所を設置する市にある場合に
限る。）は、新令第三条第二号の規定により保健所を設置する市の長がした許可とみなす。
附　則　（昭和六〇年七月一二日政令第二二五号）　抄

１　この政令は、公布の日から施行する。
附　則　（平成九年一一月一二日政令第三二六号）

（施行期日）
１　この政令は、平成十年四月一日から施行する。ただし、第一条第四号ホ及び第二条第二号ニの改正規定は、公布の日から施行する。
（経過措置）
２　この政令の施行の際現に改正前の第一条に規定する構造設備の基準に適合している一般と畜場であって、牛又は馬のとさつ又は解体を
行うものについては平成十二年三月三十一日まで、豚、めん羊又は山羊のとさつ又は解体を行うものについては平成十四年三月三十一日
までは、改正後の第一条の規定は、適用しない。この場合において、改正前の第一条の規定は、なおその効力を有する。
附　則　（平成一二年六月七日政令第三〇九号）　抄

（施行期日）
１　この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一四年一一月七日政令第三二九号）　抄
（施行期日）
第一条　この政令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一五年五月三〇日政令第二三七号）
この政令は、公布の日から施行する。
附　則　（平成一五年八月一日政令第三五〇号）　抄

（施行期日）
第一条　この政令は、食品衛生法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年八月二十九日）から施行する。

附　則　（平成一五年一二月一〇日政令第五〇五号）　抄
（施行期日）
第一条　この政令は、食品衛生法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（平成十
六年二月二十七日）から施行する。
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昭和二十八年厚生省令第四十四号
と畜場法施行規則

ヽ
と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）第三条第二項及び第三項、第九条第一項第一号並びに

ヽ
と畜場法施行令（昭和二十八年政令第二

百十六号）第四条、第五条及び第六条の規定に基き、並びに同法を実施するため、
ヽ
と畜場法施行規則を次のように定める。

（と畜場設置の申請書の記載事項）
第一条　と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号。以下「法」という。）第四条第二項の規定により申請書に記載すべき事項は、同条同項
に規定する事項のほか、次のとおりとする。
一　申請者の住所、氏名及び生年月日（法人にあつては、その名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名及び定款又は寄附行為の写）
二　と畜場の名称及び所在地
三　一般と畜場、簡易と畜場の区別
四　処理する獣畜の種類及びその一日当りの頭数
五　当該と畜場において食肉の取引を行おうとする場合は、その概要
２　前項の申請書には、当該と畜場の管理及び業務運営の概要を記載した業務規定又はこれに準ずる事項を記載した書類を添附しなければ
ならない。
（と畜場の変更についての届出事項）
第二条　法第四条第三項の規定により届け出るべき事項は、同条同項に規定する事項のほか、前条第一項各号（第三号を除く。）に掲げる
事項及び同条第二項の添附書類に記載した事項のうち主な事項とする。
（と畜場の衛生管理）
第三条　法第六条第一項第一号に掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。
一　清掃を適切に行い、衛生上支障のないように管理すること。
二　整理整とんを行い、不必要な物品等を置かないこと。
三　床、内壁、天井、窓又は扉等に破損又は故障等があるときは、速やかに補修又は修理を行うこと。
四　汚臭及び過度の湿気を除くよう十分に換気すること。
五　採光又は照明装置により必要な照度を確保すること。
六　換気設備を設置している場合は、当該設備の維持管理を適切に行うこと。
七　給水設備等の衛生管理は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第二項に規定する水道事業、同条第六項に規定する専用水道及び同条第七項に規
定する簡易専用水道により供給される水以外の水を使用する場合は、一年に一回以上（災害等により水源等が汚染され、水質が変化
したおそれがある場合は、その都度）水質検査を行い、その結果を証する書類を検査の日から一年間保存すること。また、その結
果、飲用不適となつたときは、直ちに都道府県知事（保健所を設置する市にあつては、市長。以下同じ。）の指示を受け、適切な措
置を講じること。
ロ　消毒装置又は浄水装置を設置している場合は、当該装置が正常に作動していることを毎日確認すること。この場合において、確認
した日、確認の結果、確認した者その他必要な記録を確認の日から一年間保存すること。

ハ　貯水槽を使用する場合は、定期的に点検及び清掃を行うこと。
八　冷蔵設備を設置している場合は、枝肉（獣畜をとさつした後、頭部、前後肢及び尾を切断し、剝皮し、乳房を切除し、内臓を摘出し
たものをいう。以下同じ。）又は食用に供する内臓が摂氏十度以下となるよう当該設備の維持管理を適切に行うこと。この場合におい
て、冷蔵設備内の温度の測定は、作業開始前に一回、及び作業時間内に一回以上行い、測定した日時、温度、測定者その他必要な記録
を測定の日から一年間保存すること。
九　法第十四条第三項の検査で保留された枝肉は、その他の枝肉と区別して衛生的に管理すること。
十　牛海綿状脳症対策特別措置法（平成十四年法律第七十号）第七条第一項に規定する厚生労働省令で定める月齢以上の牛（そのとたい
（獣畜をとさつした物であつて、枝肉に処理する前のものをいう。以下同じ。）、頭部、枝肉及び内臓を含む。以下この号において同じ
。）及びこれに該当しないことが確認できない牛については、法第十四条第三項の規定による伝達性海綿状脳症に係る検査が終了する
までの間、その他の牛と工程、表示等により区分して衛生的に管理すること。
十一　月齢が三十月以下の牛（出生の年月日から起算して三十月を経過した日までのものをいう。以下同じ。）の頭部（舌、頬肉及び皮
を除く。以下この条において同じ。）及び脊髄並びにこれらを含むもの（以下「頭部等」という。）を食用に供する場合には、当該牛の
頭部等については、とさつ、解体及び保管の各段階で、その他の牛（月齢が三十月を超える牛（出生の年月日から起算して三十月を経
過した日の翌日以後のものをいう。以下同じ。）及び月齢が三十月以下であることが確認できない牛をいう。以下同じ。）の頭部等と工
程、表示等により区分して衛生的に管理すること。
十二　係留所及び生体検査所の衛生管理は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　適宜、獣畜のふん便等を適切に処理し、洗浄すること。
ロ　体表に多量のふん便等が付着している獣畜は、洗浄すること。
十三　外皮取扱室は、清潔を保持すること。
十四　汚物だめ並びに血液及び汚水の処理設備を設置している場合は、当該設備の維持管理を適切に行うこと。また、当該施設から生じ
る汚泥等は、衛生上支障のないように処理すること。この場合において、処理を行つた日、処理方法、処理を行つた者その他必要な記
録を処理の日から一年間保存すること。
十五　排水溝は、固形物の流出を防ぎ、かつ、排水がよく行われるように清掃し、破損した場合は速やかに補修すること。
十六　と畜場内の洗浄消毒は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　血液又は脂肪等が付着している部分の洗浄は、温湯を使用すること。
ロ　作業終了後の洗浄は、洗浄剤を使用すること。
ハ　イ及びロ以外の洗浄は、十分な量の水、温湯又は洗浄剤を使用すること。
ニ　消毒は、摂氏八十三度以上の温湯又は消毒剤を使用すること。
十七　機械器具の衛生管理は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　機械器具は、作業終了後洗浄し、又は消毒すること。
ロ　獣畜のとさつ又は解体に使用するナイフ、動力付はく皮ナイフ、のこぎり、結さつ器その他のとたい又は枝肉に直接接触する機械
器具の消毒は、摂氏八十三度以上の温湯を使用すること。
ハ　機械器具及び分解したこれらの部品は、それぞれ所定の場所に衛生的に保管すること。

1



ニ　機械器具は、定期的に点検し、故障又は破損等があるときは、速やかに修理又は補修を行い、常時適正に使用できるよう整備する
こと。

ホ　温度計、圧力計及び流量計等の計器類は定期的にその精度を点検し、故障又は異常等があるときは、速やかに修理等を行うこと。
十八　不可食部分等の衛生管理は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　不可食部分（別表第一に掲げる部分を除く。）、第十六条第三号の規定により廃棄された物、同条第四号の規定により廃棄された
物、別表第一に掲げる部分（牛については、別表第一に掲げる部分と区分されていないその他の部分を含む。以下同じ。）及びその
他の廃棄物は、その種別を表示した専用容器に収納し、処理室外に搬出し、及び焼却炉で焼却すること等により衛生上支障のないよ
うに処理すること。この場合において、同条第四号の規定により廃棄された物及び別表第一に掲げる部分の処理については、処理を
行つた日、処理の方法、処理を行つた者その他必要な記録を処理の日から一年間保存すること。

ロ　イの容器は、作業終了後所定の場所において洗浄消毒すること。
十九　ねずみ、昆虫等の防除は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　防そ・防虫設備のない窓及び出入口を開放状態で放置しないこと。
ロ　防そ・防虫網その他の防そ・防虫設備の機能を点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。
ハ　処理室内に搬入される容器等による昆虫等の侵入を防ぐよう荷受け時に点検し、不用となつた容器等は速やかに処理室外に搬出
し、及び焼却炉で焼却すること等により衛生上支障のないように処理すること。
ニ　定期的に駆除作業を行うこと。この場合において、駆除を行つた日、駆除の方法、駆除を行つた者その他必要な記録を駆除を行つ
た日から一年間保存すること。

二十　手洗い設備には、手洗いに必要な洗浄消毒液を備え、常時使用できるようにすること。
二十一　便所は、清潔に保ち、定期的に消毒を行うこと。
二十二　清掃用器材は、所定の場所に保管すること。
二十三　洗浄剤及び消毒剤並びに殺そ剤及び殺虫剤その他の薬剤の取扱いは、次に掲げるところにより行うこと。
イ　処理室及び枝肉等を保管する場所以外の所定の場所に保管すること。
ロ　目的に応じた薬剤を適正な方法により使用すること。
ハ　薬剤によるとたい並びに枝肉及び食用に供する内臓の汚染を防止すること。
ニ　洗浄剤及び消毒剤等の容器を新たに開封した場合にあつては、開封した日、開封した薬剤の名称、開封した者その他必要な記録を
開封の日から一年間保存すること。
ホ　殺そ剤及び殺虫剤等を使用した場合にあつては、使用日、使用した薬剤の名称、使用量、使用者その他必要な記録を使用の日から
一年間保存すること。

二十四　食品衛生上の危害の発生の防止のため、施設の衛生管理に関する計画及びと畜場の衛生的な管理その他公衆衛生上必要な措置を
適切に行うための手順書に基づいた衛生管理が行われるよう、と畜場の衛生管理に従事する者に対して衛生管理に必要な教育を実施す
ること。
二十五　化学物質を取り扱う者に対して、使用する化学物質を安全に取り扱うことができるよう教育訓練を実施すること。
二十六　前二号の教育訓練の効果について定期的に検証を行い、必要に応じて教育内容の見直しを行うこと。

２　法第六条第一項第二号に掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。
一　獣畜のとさつ又は解体の工程ごとに、食品衛生上の危害を発生させ得る要因（以下「危害要因」という。）の一覧表を作成し、これ
ら危害要因を管理するための措置（以下「管理措置」という。）を定めること。
二　前号で特定された危害要因につき、その発生を防止し、排除し、又は許容できる水準にまで低減するために管理措置を講ずることが
不可欠な工程（以下「重要管理点」という。）を決定すること。
三　個々の重要管理点における危害要因につき、その発生を防止し、排除し、又は許容できる水準にまで低減するための基準（以下「管
理基準」という。）を設定すること。

四　重要管理点の管理について、連続的な又は相当の頻度による実施状況の把握（次号並びに第七条第二項第四号及び第五号において
「モニタリング」という。）をするための方法を設定すること。
五　個々の重要管理点において、モニタリングの結果、管理基準を逸脱したことが判明した場合の改善措置を設定すること。
六　前各号に規定する措置の内容の効果を、定期的に検証するための手順を定めること。
七　事業の規模や業態に応じて、前各号に規定する措置の内容に関する書面とその実施の記録を作成すること。

３　別表第一に掲げる部分についての第一項第十八号イの適用については、同号イ中「焼却炉で焼却すること等」とあるのは、「牛海綿状
脳症対策特別措置法第七条第二項ただし書に該当する場合を除き、焼却炉で焼却すること」とする。

４　と畜場の設置者又は管理者は、法第七条第一項の衛生管理責任者（以下「衛生管理責任者」という。）に、第一項第二十四号の計画及
び手順書に基づきと畜場の衛生管理が適切に実施されていることを確認させ、その結果を報告させなければならない。ただし、法第七条
第一項の規定によりと畜場の管理者又は設置者が衛生管理責任者となつている場合は、この限りでない。

５　と畜場の設置者又は管理者は、法第六条第二項の規定に基づき、次に定めるところにより公衆衛生上必要な措置を定め、これを遵守し
なければならない。
一　第一項第二十四号の計画を作成し、と畜場の衛生管理に従事する者その他の関係者に周知徹底を図ること。
二　施設設備、機械器具の構造及び材質並びに獣畜の肉、骨、臓器、血液等を取り扱う工程を考慮し、これらの工程において第一項第二
十四号の手順書を作成すること。
三　衛生管理の実施状況を記録し、その記録を保存すること。なお、記録の保存期間は、出荷した獣畜の肉、骨、臓器、血液等が使用さ
れ、又は消費されるまでの期間を踏まえ、合理的に設定すること。
四　第一項第二十四号の計画及び手順書の効果を検証し、必要に応じてそれらの内容を見直すこと。

６　と畜場の設置者又は管理者は、前項に規定する措置に関し、次に定める事項についてと畜検査員による検査又は試験を受け、その結果
に基づき必要に応じて見直しを行うこと。
一　第一項第二十四号の計画又は手順書を作成又は修正した場合にあつては、それらが食品衛生上の危害の発生を防止する目的におい
て、科学的に妥当なものであること。
二　衛生管理が第一項第二十四号の計画及び手順書に基づき適切に行われていること。
（衛生管理責任者の資格要件）
第四条　法第七条第五項第三号に規定する学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第五十七条に規定する者と同等以上の学力があると
認められる者は、次のとおりとする。
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一　旧国民学校令（昭和十六年勅令第百四十八号）による国民学校の高等科を修了した者
二　旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による中等学校の二年の課程を終わつた者
三　旧師範教育令（昭和十八年勅令第百九号）による附属中学校又は附属高等女学校の第二学年を修了した者
四　旧盲学校及聾唖学校令（大正十二年勅令第三百七十五号）によるろうあ学校の中等部第二学年を修了した者
五　旧高等学校令（大正七年勅令第三百八十九号）による高等学校尋常科の第二学年を修了した者
六　旧青年学校令（昭和十四年勅令第二百五十四号）による青年学校の普通科の課程を修了した者
七　内地以外の地域における学校の生徒、児童、卒業者等の他の学校へ入学及び転学に関する規程（昭和十八年文部省令第六十三号）第
一条から第三条まで及び第七条の規定により国民学校の高等科を修了した者、中等学校の二年の課程を終わつた者又は第五号に掲げる
者と同一の取扱いを受ける者

八　旧海員養成所官制（昭和十四年勅令第四百五十八号）による海員養成所を卒業した者
九　前各号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が衛生管理責任者の資格に関し学校教育法第五十七条に規定する者と同等以上の学力を有す
ると認定した者

（衛生管理責任者に関する届出事項）
第五条　法第七条第六項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。
一　届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二　と畜場の名称及び所在地
三　衛生管理責任者の氏名、住所及び生年月日
四　衛生管理責任者が法第七条第五項各号のいずれかに該当する旨
五　衛生管理責任者を置いた年月日又は変更した年月日
２　前項の届出には、衛生管理責任者が法第七条第五項各号のいずれかに該当することを証する書面を添えなければならない。
（衛生管理責任者の講習会の課程）
第六条　法第七条第七項の厚生労働省令で定める講習会の課程は、次に掲げる要件のすべてに適合するものでなければならない。
一　別表第二の上欄に掲げる科目を同表の下欄に掲げる時間数教授し、講習会を三日間以上開催するものであること。
二　講師は、学校教育法に基づく大学において別表第二の上欄に掲げる科目に相当する学科を担当している者、国若しくは都道府県、保
健所を設置する市若しくは特別区において食品衛生行政若しくは食品衛生に関する試験業務に従事している者又はこれらの者と同等の
知識及び経験を有すると認められる者であること。
三　学校教育法に基づく中学校若しくはこれに準ずる学校若しくは義務教育学校を卒業した者若しくは中等教育学校の前期課程を修了し
た者又は第四条各号に掲げる者で、と畜場の衛生管理の業務に三年以上従事した者であることを受講資格とするものであること。

四　受講者に対し、講習会の終了に当たり試験その他の方法により課程修了の認定を適切に行うものであること。
（と畜業者等の講ずべき衛生措置）
第七条　法第九条第一項第一号に掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。
一　処理室においては、獣畜の血液及び消化管の内容物等を適切に処理し、当該処理室を洗浄すること。この場合において、洗浄水の飛
散によるとたい並びに枝肉及び食用に供する内臓の汚染を防ぐこと。
二　獣畜のとさつ又は解体に当たり手袋を使用する場合は、獣畜に直接接触する部分が耐水性のある素材のものを使用すること。
三　牛、めん羊及び山羊について、ピッシング（ワイヤーその他これに類する器具を用いて脳及び脊髄を破壊することをいう。）を行わ
ずにとさつすること。

四　放血等は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　放血された血液による生体及び他のとたいの汚染を防ぐこと。
ロ　牛、めん羊及び山羊にあつては、放血後において消化管の内容物が漏出しないよう食道を第一胃の近くで結さつし、又は閉塞させ
ること。
ハ　手指（手袋を使用する場合にあつては、当該手袋。以下この項において同じ。）が放血された血液等により汚染された場合は、そ
の都度洗浄剤を用いて洗浄すること。
ニ　とたいに直接接触するナイフ、結さつ器その他の機械器具については、一頭を処理するごとに（外皮に接触すること等により汚染
された場合は、その都度。次号及び第六号において同じ。）摂氏八十三度以上の温湯を用いて洗浄消毒すること。

五　頭部（舌、頬肉及び皮を除く。以下この条において同じ。）の処理を行う場合においては、次に掲げるところにより行うこと。
イ　角は、切断部の付近に外皮が残ることによる汚染を防ぐため、外皮と共に除去すること。
ロ　剝皮された頭部は、外皮並びに床及び内壁等に接触することによる汚染を防ぐこと。
ハ　剝皮された頭部の洗浄に当たつては、洗浄水の飛散による他のとたいの汚染を防ぐこと。
ニ　手指が外皮等により汚染された場合は、その都度洗浄剤を用いて洗浄すること。
ホ　とたいに直接接触するナイフ、のこぎりその他の機械器具については、一頭を処理するごとに摂氏八十三度以上の温湯を用いて洗
浄消毒すること。

ヘ　月齢が三十月以下の牛の頭部を食用に供するものとして処理を行う場合には、その他の牛の頭部による汚染を防ぐよう区分して処
理すること。

六　とたいの剝皮は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　獣毛等による汚染を防ぐため、必要な最小限度の切開をした後、ナイフを消毒し、ナイフの刃を手前に向け、皮を内側から外側に
切開すること。
ロ　剝皮された部分は、外皮による汚染を防ぐこと。
ハ　剝皮された部分が外皮により汚染された場合においては、汚染された部位を完全に切り取ること。
ニ　牛、めん羊及び山羊の肛門周囲の処理に当たつては、消化管の内容物が漏出しないよう直腸を肛門の近くで結さつするとともに、
肛門部によるとたいの汚染を防ぐこと。
ホ　剝皮された部分が消化管の内容物により汚染された場合においては、迅速に他の部位への汚染を防ぐとともに、汚染された部位を
完全に切り取ること。

ヘ　手指が外皮等により汚染された場合は、その都度洗浄剤を用いて洗浄すること。
ト　とたいに直接接触するナイフ、動力付剝皮ナイフ、結さつ器その他の機械器具については、一頭を処理するごとに摂氏八十三度以
上の温湯を用いて洗浄消毒すること。

七　乳房を切除する場合においては、次に掲げるところにより行うこと。
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イ　乳房の内容物が漏出しないように行うこと。
ロ　剝皮された部分が乳房の内容物により汚染された場合においては、迅速に他の部位への汚染を防ぐとともに、汚染された部位を完
全に切り取ること。

ハ　手指が乳房の内容物等により汚染された場合は、その都度洗浄剤を用いて洗浄すること。
ニ　とたいに直接接触するナイフその他の機械器具については、一頭を処理するごとに（乳房の内容物等に汚染された場合は、その都
度）摂氏八十三度以上の温湯を用いて洗浄消毒すること。

八　内臓の摘出は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　とたいが消化管の内容物により汚染されないよう適切に行うこと。
ロ　内臓が床及び内壁並びに長靴等に接触することによる汚染を防ぐこと。
ハ　剝皮された部分が消化管の内容物により汚染された場合においては、迅速に他の部位への汚染を防ぐとともに、汚染された部位を
完全に切り取ること。

ニ　手指が消化管の内容物等により汚染された場合は、その都度洗浄剤を用いて洗浄すること。
ホ　とたいに直接接触するナイフ、のこぎりその他の機械器具については、一頭を処理するごとに（消化管の内容物等に汚染された場
合は、その都度）摂氏八十三度以上の温湯を用いて洗浄消毒すること。

九　背割りは、次に掲げるところにより行うこと。
イ　枝肉が床若しくは内壁、長靴又は昇降台等に接触することによる汚染を防ぐこと。
ロ　使用するのこぎりについては、一頭を処理するごとに摂氏八十三度以上の温湯を用いて洗浄消毒すること。

十　枝肉の洗浄は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　洗浄の前に獣毛又は消化管の内容物等による汚染の有無を確認し、これらによる汚染があつた場合は、汚染された部位を完全に切
り取ること。
ロ　十分な水量を用いて行うこと。
ハ　洗浄水の飛散による枝肉の汚染を防ぐこと。
ニ　洗浄水の水切りを十分に行うこと。
十一　枝肉及び食用に供する内臓は、床及び内壁等に接触しないよう取り扱うこと。
十二　内臓の処理は、次に掲げるところにより行うこと。
イ　消化管は、消化管の内容物によるその他の臓器の汚染を防ぐよう区分して処理すること。
ロ　食用に供する内臓が床及び内壁等に接触することによる汚染を防ぐこと。
ハ　消化管の処理に当たつては、消化管の内容物による汚染を防ぐよう消化管の内容物を除去するとともに、当該消化管を十分に洗浄
すること。
ニ　内臓処理台等が消化管の内容物により汚染された場合は、その都度洗浄消毒すること。

十三　枝肉又は食用に供する内臓は、摂氏十度以下となるよう冷却すること。
十四　法第十四条第三項の検査で保留された枝肉は、他の枝肉と区別して保管すること。
十五　月齢が三十月以下の牛の頭部等を食用に供する場合には、当該牛の頭部等については、とさつ、解体及び保管の各段階で、その他
の牛の頭部等と工程、表示等により区分して保管すること。
十六　外皮は、枝肉又は食用に供する内臓に接触しないよう保管すること。
十七　別表第一に掲げる部分は、当該部分による枝肉及び食用に供する内臓の汚染を防ぐよう処理すること。
十八　食品衛生上の危害の発生の防止のため、獣畜のとさつ又は解体の工程に関する計画及びとさつ又は解体の衛生的な管理その他公衆
衛生上必要な措置を適切に行うための手順書に基づいた衛生管理が行われるために、獣畜をとさつし、又は解体する者に対して衛生管
理に必要な教育を実施すること。
十九　化学物質を取り扱う者に対して、使用する化学物質を安全に取扱うことができるよう教育訓練を実施すること。
二十　前二号の教育訓練の効果について定期的に検証を行い、必要に応じて教育内容の見直しを行うこと。
二十一　食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度において、取り扱う獣畜の産地、健康状態、枝肉又は食用に供する内臓の出荷又は
販売先その他の必要な事項に関する記録を作成し、保存するよう努めること。
二十二　枝肉又は食用に供する内臓について自主検査を行つた場合には、その記録を保存するよう努めること。

２　法第九条第一項第二号に掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。
一　獣畜のとさつ又は解体の工程ごとに、危害要因の一覧表を作成し、管理措置を定めること。
二　前号で特定された危害要因につき、その発生を防止し、排除し、又は許容できる水準にまで低減するために重要管理点を決定するこ
と。
三　個々の重要管理点における危害要因につき、管理基準を設定すること。
四　重要管理点の管理について、モニタリングをするための方法を設定すること。
五　個々の重要管理点において、モニタリングの結果、管理基準を逸脱したことが判明した場合の改善措置を設定すること。
六　前各号に規定する措置の内容の効果を、定期的に検証するための手順を定めること。
七　事業の規模や業態に応じて、前各号に規定する措置の内容に関する書面とその実施の記録を作成すること。

３　と畜業者等は、作業衛生責任者に第一項第十八号の計画及び手順書に基づき獣畜のとさつ又は解体の衛生的な管理が適切に実施されて
いることを確認させ、その結果を報告させなければならない。ただし、法第十条第一項の規定によりと畜業者等が自ら作業衛生責任者と
なつていると畜場にあつては、自ら確認の業務を行うものとする。
４　と畜業者等は、法第九条第二項の規定に基づき、次に定めるところにより公衆衛生上必要な措置を定め、これを遵守しなければならな
い。
一　第一項第十八号の計画を作成し、獣畜をとさつし、又は解体する者その他の関係者に周知徹底を図ること。
二　施設設備、機械器具の構造及び材質並びに獣畜の肉、骨、臓器、血液等を取り扱う工程を考慮し、これらの工程において第一項第十
八号の手順書を作成すること。

三　衛生管理の実施状況を記録し、その記録を保存すること。なお、記録の保存期間は、取り扱う獣畜の肉、骨、臓器、血液等が使用さ
れ、又は消費されるまでの期間を踏まえ、合理的に設定すること。
四　第一項第十八号の計画及び手順書の効果を検証し、必要に応じてその内容を見直すこと。

５　と畜業者等は、前項に規定する措置に関し、次に定める事項についてと畜検査員による検査又は試験を受け、その結果に基づき必要に
応じて見直しを行うこと。
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一　第一項第十八号の計画又は手順書を作成又は修正した場合にあつては、それらが食品衛生上の危害の発生を防止する目的において、
科学的に妥当なものであること。
二　衛生管理が第一項第十八号の計画及び手順書に基づき適切に行われていること。
（衛生管理の計画及び手順書の作成）
第七条の二　第三条第一項第二十四号及び前条第一項第十八号の計画及び手順書は、と畜場の設置者若しくは管理者又はと畜業者等のいず
れかが一括して作成することができる。
（作業衛生責任者への準用）
第八条　第四条から第六条までの規定は、作業衛生責任者について準用する。この場合において、第五条第一項第四号及び同条第二項中
「法第七条第五項各号」とあるのは、「法第十条第二項の規定により読み替えて準用される法第七条第五項各号」と読み替えるものとす
る。
（食肉を取り扱う営業の範囲）
第九条　法第十三条第一項第一号に規定する食肉を取り扱う営業は、同号に規定するもののほか、次に掲げるとおりとする。
一　食肉処理業
二　食肉製品製造業
三　飲食店営業
四　そうざい製造業
（自家用とさつの届出）
第十条　法第十三条第一項第一号の規定による届出は、次の事項について行わなければならない。
一　届出者の住所、氏名、生年月日及び職業
二　とさつしようとする年月日時
三　とさつしようとする場所及びその周囲の概要
四　とさつしようとする獣畜の種類、性別、年齢（不明のときは、推定年齢）、特徴及び重量
五　食用に供しようとする者の範囲
六　自己及び同居者以外の者の食用に供しようとするときは、その旨及び量
（法第十四条第三項第二号に規定する疾病）
第十一条　法第十四条第三項第二号の厚生労働省令で定める疾病は、伝達性海綿状脳症のうち牛に係るものとする。
（と畜場外への持出しの許可の基準）
第十二条　と畜場法施行令（昭和二十八年政令第二百十六号。以下「令」という。）第五条第一項第一号の許可の基準は、次のとおりとす
る。
一　解体後検査（令第五条第一項第一号に規定する「解体後検査」をいう。以下同じ。）が終了するまでの間、持ち出された牛の皮がい
ずれの牛から得られたものであるかを識別するための措置が適切に講じられていること。

二　解体後検査が終了するまでの間、持ち出された牛の皮の紛失を防止するための措置が適切に講じられていること。
三　持ち出された牛の皮の保存（塩蔵により行うものを含む。以下この項において同じ。）を行う施設が、化製場等に関する法律（昭和
二十三年法律第百四十号）第一条第二項に規定する化製場又は同法第八条に規定する獣畜の皮の貯蔵の施設であつて、解体後検査が終
了するまでの間、当該牛の皮を適切に保存しておくことができるものであること。
四　牛の皮が持ち出されると畜場の管理者（と畜場の管理者がいないと畜場にあつては、と畜場の設置者。以下この条において同じ。）
により、当該牛の皮を持ち出した者の氏名又は名称及び連絡先、当該牛の皮の保存を行う施設の名称及び連絡先その他管理体制の確保
のため必要な情報を適切に記録するための措置が講じられていること。
五　持ち出された牛の皮の保存を行う施設において、当該牛の皮を持ち出した者の氏名又は名称及び連絡先、当該牛の皮が持ち出された
と畜場の名称及び連絡先その他管理体制の確保のため必要な情報を適切に記録するための措置が講じられていること。

２　令第五条第一項第二号の許可の基準は、次のとおりとする。
一　解体後検査が終了するまでの間、持ち出された牛の卵巣がいずれの牛から得られたものであるかを識別するための措置が適切に講じ
られていること。
二　解体後検査が終了するまでの間、持ち出された牛の卵巣の紛失を防止するための措置が適切に講じられていること。
三　持ち出された牛の卵巣の保存を行う施設が、家畜改良増殖法（昭和二十五年法律第二百九号）に規定する家畜人工授精所、独立行政
法人家畜改良センター又は牛の改良増殖に係る研究を行う機関であつて、解体後検査が終了するまでの間、当該牛の卵巣を適切に保存
しておくことができるものであること。
四　牛の卵巣が持ち出されると畜場の管理者により、当該牛の卵巣を持ち出した者の氏名又は名称及び連絡先、当該牛の卵巣の保存を行
う施設の名称及び連絡先その他管理体制の確保のため必要な情報を適切に記録するための措置が講じられていること。

五　持ち出された牛の卵巣の保存を行う施設において、当該牛の卵巣を持ち出した者の氏名又は名称及び連絡先、当該牛の卵巣が持ち出
されたと畜場の名称及び連絡先その他管理体制の確保のため必要な情報を適切に記録するための措置が講じられていること。

３　令第五条第一項第三号の許可の基準は、次のとおりとする。
一　獣畜の肉等（令第五条第一項第三号に規定する「獣畜の肉等」をいう。以下同じ。）の焼却を行う施設が、廃棄物の処理及び清掃に
関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）の規定に基づき獣畜の肉等の焼却を適切に行うことができる施設であること。

二　獣畜の肉等が持ち出されると畜場の管理者により、当該獣畜の肉等を持ち出した者の氏名又は名称及び連絡先、当該獣畜の肉等の焼
却を行う施設の名称及び連絡先その他管理体制の確保のため必要な情報を適切に記録するための措置が講じられていること。

三　獣畜の肉等が持ち出されたと畜場の管理者により、当該獣畜の肉等が焼却されたことについて、これを証明する書類を添えて都道府
県知事に報告する体制が整備されていること。

（都道府県知事が簡易な検査を実施する疾病）
第十三条　令第六条第二項第二号の厚生労働省令で定める疾病は、伝達性海綿状脳症のうち牛、めん羊及び山羊に係るものとする。
（検査すべき疾病又は異常の範囲）
第十四条　法第十四条第六項第二号又は第三号に規定する疾病又は異常は、別表第三のとおりとする。
（検査申請書の記載事項）
第十五条　令第七条の規定により申請書に記載すべき事項は、次のとおりとする。
一　申請者の住所、氏名及び生年月日（法人にあつては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）
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二　とさつしようとする年月日（法第十三条第一項第二号又は第三号の規定によりとさつした獣畜を解体しようとする場合にあつては、
解体しようとする年月日）

三　検査を受けようとする獣畜（牛を除く。）の種類、性別、品種、年齢（不明のときは、推定年齢）、特徴及び産地並びに牛にあつて
は、性別、品種、月齢、出生の年月日、特徴、産地及び個体識別番号（牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法
（平成十五年法律第七十二号）第二条第一項に規定するものをいう。）
四　検査を受けようとする獣畜の病歴に関する情報
五　検査を受けようとする獣畜に係る動物用医薬品その他これに類するものの使用の状況
六　法第十三条第一項第二号又は第三号の規定によりとさつした獣畜を解体しようとする場合にあつては、当該獣畜をと畜場以外の場所
でとさつした理由、日時及び場所

２　令第七条の申請書が、法第十三条第一項第三号の規定によりとさつした獣畜を解体しようとする場合における法第十四条第二項及び第
三項の規定による検査に係るものであるときは、次の各号に掲げる事項を記載した死亡診断書又は死体検案書を当該申請書に添えなけれ
ばならない。
一　診断又は検案の年月日時
二　死亡年月日時（不明のときは、推定年月日時）
三　獣畜（牛を除く。）の種類、性別、年齢（不明のときは、推定年齢）及び特徴並びに牛にあつては、性別、月齢、出生の年月日及び
特徴
四　病名及び主要症状（死体検案書にあつては、主要症状にかえて死体の状態）
五　診断又は検案した獣医師の住所及び氏名
（検査の結果に基づく措置）
第十六条　法第十六条の規定に基づく措置は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げる措置によるものとする。
一　法第十四条第一項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第四に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めたとき　
とさつの禁止
二　法第十四条第二項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第四に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めたとき　
解体の禁止
三　法第十四条第三項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第五の上欄に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めた
とき　別表第五の下欄に掲げる部分について廃棄その他食用に供されることを防止するために必要な措置

四　獣畜が法第十四条第六項各号に掲げる疾病のうち伝染性の疾病にかかり、又は異常があり、病毒を伝染させるおそれがあると認めた
とき　当該獣畜の隔離、当該獣畜の肉、内臓その他の部分の消毒、病毒に汚染され又は汚染されたおそれのある処理室その他の場所又
は物件の消毒その他病毒の伝染を防止するために必要な措置

（検印）
第十七条　令第九条の規定により検印を押す場合は、別表第六により、獣畜の種類に応じ、様式第一号の検印を押さなければならない。
（と畜検査員の証票）
第十八条　法第十七条第二項の規定により、当該職員が携帯しなければならない証票は、様式第二号によるものとする。

附　則
（施行期日）
１　この省令は、公布の日から施行する。
（屠場法施行規則等の廃止）
２　屠場法施行規則（明治三十九年内務省令第十六号）及び屠場ノ構造設備標準（明治三十九年内務省令第十七号）は、廃止する。

附　則　（昭和四二年一〇月二日厚生省令第四四号）　抄
（施行期日）
１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四七年四月一七日厚生省令第一二号）
この省令は、昭和四十七年七月一日から施行する。ただし、第五条に一項を加える改正規定は、同年十月一日から施行する。
附　則　（昭和四八年一二月八日厚生省令第五四号）
この省令は、昭和四十八年十二月十日から施行する。
附　則　（昭和五九年三月二一日厚生省令第一四号）　抄

１　この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。
２　

ヽ
と畜場法施行令（昭和二十八年政令第二百十六号）第六条に規定する検印の様式については、昭和五十九年九月三十日までは、なお従

前の例によることができる。
３　この省令の施行の際現にと畜検査員が携帯する証票は、この省令による改正後の様式による証票とみなす。

附　則　（昭和五九年一二月一九日厚生省令第五八号）
この省令は、昭和六十年二月一日から施行する。
附　則　（平成元年三月二四日厚生省令第一〇号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。
２　この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後の
様式によるものとみなす。

３　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙及び板については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
４　この省令による改正後の省令の規定にかかわらず、この省令により改正された規定であって改正後の様式により記載することが適当で
ないものについては、当分の間、なお従前の例による。

附　則　（平成八年四月二六日厚生省令第二八号）
この省令は、平成八年四月二十七日から施行する。
附　則　（平成八年一二月二五日厚生省令第七三号）

１　この省令は、平成九年四月一日から施行する。
２　改正後の第二条の二第一項第二十二号及び第二項並びに第二条の三第一項第三号ロ、第二項及び第三項の規定は、平成十年三月三十一
日までは、適用しない。
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３　改正後の第二条の二第一項第十四号イ及びニ並びに第十五号ロ並びに第二条の三第一項第二号、第三号ハ及びニ、第四号イ、ニ及び
ホ、第五号ヘ及びト、第六号ハ及びニ、第七号ニ及びホ並びに第八号ロの規定（牛及び馬のとさつ又は解体を行う場合に限る。）は、平
成十二年三月三十一日までは、適用しない。
４　改正後の第二条の二第一項第十四号イ及びニ並びに第十五号ロ並びに第二条の三第一項第二号、第三号イ、ハ及びニ、第四号イ、ニ及
びホ、第五号ヘ及びト、第六号ハ及びニ、第七号ニ及びホ並びに第八号ロの規定（豚、めん羊及び山羊のとさつ又は解体を行う場合に限
る。）並びに同条第十二号（豚、めん羊及び山羊の枝肉に係る部分に限る。）の規定は、平成十四年三月三十一日までは、適用しない。
附　則　（平成一〇年七月六日厚生省令第六八号）
この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（平成一三年一〇月一七日厚生労働省令第二〇九号）

（施行期日）
１　この省令は、平成十三年十月十八日から施行する。
（経過措置）
２　この省令の施行の日から一年を経過する日までの間における別表第一の規定の適用については、同表中「頭部（舌及び

ほほ
頬肉を除く。）」

とあるのは、「脳、眼」とする。
附　則　（平成一四年七月一日厚生労働省令第八九号）　抄

（施行期日）
第一条　この省令は、法の施行の日（平成十四年七月四日）から施行する。

附　則　（平成一五年五月三〇日厚生労働省令第九九号）
この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（平成一五年八月二九日厚生労働省令第一三三号）

（施行期日）
第一条　この省令は、食品衛生法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平成十五年八月二十九日）から施行す
る。
（改正法附則第六条の厚生労働省令で定める者）
第二条　改正法附則第六条の厚生労働省令で定める者は、と畜場の衛生管理の業務に従事したことがある者とする。
（改正法附則第七条の厚生労働省令で定める者）
第三条　改正法附則第七条の厚生労働省令で定める者は、獣畜のとさつ又は解体の業務に従事したことがある者とする。
（食品衛生法施行規則等の一部改正に伴う経過措置）
第四条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令に
よる改正後の様式によるものとみなす。
２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成一六年二月六日厚生労働省令第一二号）　抄
（施行期日）
第一条　この省令は、食品衛生法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（平成十
六年二月二十七日）から施行する。
（食品衛生法施行規則等の一部改正に伴う経過措置）
第三条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令に
よる改正後の様式によるものとみなす。
２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成一七年七月一日厚生労働省令第一一一号）
この省令は、平成十七年十月一日から施行する。
附　則　（平成一九年一二月二五日厚生労働省令第一五二号）
この省令は、平成十九年十二月二十六日から施行する。
附　則　（平成二一年三月二五日厚生労働省令第四四号）
この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。
附　則　（平成二五年二月一日厚生労働省令第八号）
この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。
附　則　（平成二六年四月二八日厚生労働省令第五九号）
この省令は、平成二十七年四月一日から施行する。
附　則　（平成二七年三月二七日厚生労働省令第五〇号）　抄

（施行期日）
第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二八年二月三日厚生労働省令第一二号）
この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。
附　則　（平成二八年六月一日厚生労働省令第一〇五号）
この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（令和元年五月七日厚生労働省令第一号）　抄

（施行期日）
第一条　この省令は、公布の日から施行する。
（経過措置）
第二条　この省令による改正前のそれぞれの省令で定める様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省
令による改正後のそれぞれの省令で定める様式によるものとみなす。
２　旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年一一月七日厚生労働省令第六八号）
この省令は、食品衛生法等の一部を改正する法律（平成三十年法律第四十六号）の施行の日（令和二年六月一日）から施行する。
附　則　（令和二年二月五日厚生労働省令第一四号）
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１　この省令は、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律の施行の日（令和二年二月五日）から施行する。
２　この省令の施行前にされたこの省令による改正前のと畜場法施行規則別表第四に規定する豚コレラ又はアフリカ豚コレラに係る処分、
手続その他の行為は、それぞれこの省令による改正後のと畜場法施行規則別表第四に規定する豚熱又はアフリカ豚熱に係る処分、手続そ
の他の行為とみなす。
附　則　（令和二年七月一日厚生労働省令第一三五号）　抄

（施行期日）
第一条　この省令は、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律（令和二年法律第十六号）及び家畜伝染病予防法施行規則等の一部を改正す
る省令（令和二年農林水産省令第四十四号）の施行の日（令和二年七月一日）から施行する。
（と畜場法施行規則の一部改正に伴う経過措置）
第二条　この省令の施行前にされたこの省令による改正前のと畜場法施行規則別表第四に規定する、水胞性口炎、ブルセラ病、結核病、ピ
ロプラズマ病、アナプラズマ病、豚水胞病、牛ウイルス性下痢・粘膜病、牛白血病、牛丘

しん
疹性口炎、トリパノソーマ病、トリコモナス

病、馬モルビリウイルス肺炎、トキソプラズマ病、山羊関節炎・脳
せき
脊髄炎又は豚エンテロウイルス性脳

せき
脊髄炎に係る処分、手続その他の

行為は、それぞれこの省令による改正後のと畜場法施行規則別表第四に規定する水
ほう
疱性口内炎、ブルセラ症、結核、ピロプラズマ症、ア

ナプラズマ症、豚水
ほう
疱病、牛ウイルス性下痢、牛伝染性リンパ

しゆ
腫、牛丘

しん
疹性口内炎、トリパノソーマ症、トリコモナス症、ヘンドラウイ

ルス感染症、トキソプラズマ症、山羊関節炎・脳炎又は豚テシオウイルス性脳
せき
脊髄炎に係る処分、手続その他の行為としてされたものと

みなす。
附　則　（令和三年一〇月二二日厚生労働省令第一七五号）　抄

（施行期日）
第一条　この省令は、公布の日から施行する。
（経過措置）
第十二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、
この省令による改正後の様式によるものとみなす。
２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和七年七月二四日厚生労働省令第七七号）
この省令は、令和七年七月二十八日から施行する。
附　則　（令和八年六月二九日厚生労働省令第一〇八号）
この省令は、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律の施行の日（令和八年七月一日）から施行する。

別表第一（第三条、第七条関係）
牛の扁桃及び回腸（盲腸との接続部分から二メートルまでの部分に限る。）並びに月齢が三十月を超える牛の頭部（舌、頬肉、皮及
び扁桃を除く。）及び脊髄並びにめん羊及び山羊の脾臓及び回腸並びに月齢が十二月を超えるめん羊及び山羊（出生の年月日から起算
して十二月を経過した日の翌日以後のものをいう。）の頭部（舌、頬肉及び皮を除く。）及び脊髄

別表第二（第六条関係）
科目 時間数
公衆衛生概論 四時間以上
と畜関係法令 四時間以上
家畜解剖・生理学 二時間以上
家畜内科・病理学 六時間以上
食肉衛生学 六時間以上
関連法令 二時間以上
別表第三（第十四条、第十六条関係）

Ｑ熱、悪性水
しゆ
腫、白血病、リステリア症、痘病、

のう
膿毒症、敗血症、尿毒症、黄

だん
疸、水

しゆ
腫、

しゆよう
腫瘍、旋毛虫病その他の寄生虫病、中毒諸

症、放線菌病、ブドウ菌腫、熱性諸症、外傷、炎症、変性、
い
萎縮、奇形、臓器の異常な形、大きさ、硬さ、色又はにおい、注射反応

（生物学的製剤により著しい反応を呈しているものに限る。）及び潤滑油又は炎性産物等による汚染
別表第四（第十六条関係）

牛疫、牛肺疫、口
てい
蹄疫、流行性脳炎、狂犬病、水

ほう
疱性口内炎、リフトバレー熱、炭

そ
疽、出血性敗血症、ブルセラ症、結核、ヨーネ

病、ピロプラズマ症、アナプラズマ症、伝達性海綿状脳症、鼻
そ
疽、馬伝染性貧血、アフリカ馬疫、豚熱、アフリカ豚熱、豚水

ほう
疱病、ブ

ルータング、アカバネ病、悪性カタル熱、チュウザン病、ランピースキン病、牛ウイルス性下痢、牛伝染性鼻気管炎、牛伝染性リンパ
しゆ
腫、アイノウイルス感染症、イバラキ病、牛丘

しん
疹性口内炎、牛流行熱、類鼻

そ
疽、破傷風、気

しゆそ
腫疽、レプトスピラ症、サルモネラ症、牛

カンピロバクター症、トリパノソーマ症、トリコモナス症、ネオスポラ症、牛バエ幼虫症、ニパウイルス感染症、馬インフルエンザ、
馬ウイルス性動脈炎、馬鼻肺炎、ヘンドラウイルス感染症、馬痘、野

と
兎病、馬伝染性子宮炎、馬パラチフス、仮性皮

そ
疽、小反

すう
芻獣疫、

伝染性
のうほう
膿疱性皮膚炎、ナイロビ羊病、羊痘、マエディ・ビスナ、伝染性無乳症、流行性羊流産、トキソプラズマ症、

かいせん
疥癬、山羊痘、山

羊関節炎・脳炎、山羊伝染性胸膜肺炎、オーエスキー病、伝染性胃腸炎、豚テシオウイルス性脳
せき
脊髄炎、豚繁殖・呼吸障害症候群、豚

水
ほうしん
疱疹、豚流行性下痢、

い
萎縮性鼻炎、豚丹毒、豚赤痢、Ｑ熱、悪性水

しゆ
腫、白血病、リステリア症、痘病、

のう
膿毒症、敗血症、尿毒症、黄

だん
疸（高度のものに限る。）、水

しゆ
腫（高度のものに限る。）、

しゆよう
腫瘍（肉、臓器、骨又はリンパ節に多数発生しているものに限る。）、旋毛虫

病、有
こうのう
鉤嚢虫症、無

こうのう
鉤嚢虫症（全身にまん延しているものに限る。）、中毒諸症（人体に有害のおそれがあるものに限る。）、熱性諸症

（著しい高熱を呈しているものに限る。）、注射反応（生物学的製剤により著しい反応を呈しているものに限る。）及び潤滑油又は炎性産
物等による汚染（全身が汚染されたものに限る。）

別表第五（第十六条関係）
疾病又は異常 部分
別表第四に掲げる疾病 当該獣畜の肉、内臓その他の部分の全部
黄

だん
疸（病変が肉又は臓器の一部に局限されているものに限る。） 当該病変部分及び血液

水
しゆ
腫（病変が肉又は臓器の一部に局限されているものに限る。） 当該病変部分及び血液

しゆよう
腫瘍（病変が肉、臓器、骨又はリンパ節の一部に局限されているものに限
る。）

当該病変部分及び血液

寄生虫病（旋毛虫病、有
こうのう
鉤嚢虫症及び無

こうのう
鉤嚢虫症（全身にまん延している

ものに限る。）を除く。）
寄生虫を分離できない部分及び住肉胞子虫症にあつては血液
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放線菌病 当該病変部分及び血液
ブドウ菌

しゆ
腫 当該病変部分及び血液

外傷 当該病変部分
炎症 当該病変部分及び炎性産物により汚染された部分並びに多発

性化
のう
膿性の炎症にあつては血液

変性 当該病変部分
い
萎縮 当該病変部分
奇形 著しい当該病変部分
臓器の異常な形、大きさ、硬さ、色又はにおい（臓器の一部に局限されて
いるものに限る。）

当該異常部分に係る臓器

潤滑油又は炎性産物等による汚染（全身が汚染されたものを除く。） 当該汚染部分に係る肉、臓器、骨及び皮
別表第六（第十七条関係）
獣畜の種類 検印を押さなければならない部分
牛、馬、め
ん羊及び山
羊

（肉）背（外部）
（内臓）心臓、肺臓、肝臓、胃又は腸のうちいずれかの部位
（皮）尾根（内側）。ただし、食用に供しないことが明らかな場合は、押すことを要しない。

豚 （肉）背（外部）。ただし、湯はぎ法により処理した場合は、当該部位の皮に押すこと。
（内臓）心臓、肺臓、肝臓、胃又は腸のうちいずれかの部位
（皮）尾根（内側）。ただし、湯はぎ法により処理した場合又は食用に供しないことが明らかな場合は、押すことを要しな
い。
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様式第一号（第十七条関係）

様式第一号(第十七条関係) 

(

注) 

と
畜
場
番
号
は
、
都
道
府
県
知
事(

保
健
所
を
設
置
す
る
市
に
あ
つ
て
は
、
市
長)

の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

め
ん
羊
及
び
山
羊 

豚 馬 牛 獣

畜

の

種

類 

  
 

 

様

式 

直
径
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
円
に
内

接
す
る
正
六
角
形
と
す
る
。 

直
径
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
円
形
と

す
る
。 

横
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
縦
五
セ
ン

チ
メ
ー
ト
ル
の
長
方
形
と
す
る
。 

横
径
六
・
六
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
縦

径
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
だ
円
形
と

す
る
。 備

考 
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様式第二号（第十八条関係）

様式第二号(第十八条関係) 

  
  12cm   

(

表
面)       

  

  

第 
 

 
 

号 

  

所

属

庁 

  

職

名 

氏

名  

生
年
月
日 

  
 

と

畜

検

査

員

の

証 

 
 

 
 

 

年 
 

月 
 

日
交
付 

 
 

 
 

 

年 
 

月 
 

日
限
り
有
効 

    

  

  

  

写
真
ち
よ
う
付 

  

8cm
   都知 

  

  

  

道

府

県 

事

(

市

長

)

印 
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備
考 

こ
の
用
紙
は
、
厚
紙
を
用
い
、
中
央
の
点
線
の
所
か
ら
二
つ
折
と
す
る
。 

 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
票
を
携
帯
し
、
か

つ
、
関
係
者
の
請
求
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
釈
し
て
は

な
ら
な
い
。 

  
こ
の
証
票
を
携
帯
す
る
者
は
、
と
畜
場
法
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
権
を
行
う
者
で
、
そ

の
関
係
条
文
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。 

 
 

 

と
畜
場
法
抜
粋 

第
十
七
条 

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
と
畜
場
の
設

置
者
若
し
く
は
管
理
者
、
と
畜
業
者
そ
の
他
の
関
係
者
か
ら
必
要
な
報
告
を
徴
し
、
又
は
当

該
職
員
に
、
と
畜
場
若
し
く
は
と
畜
場
の
設
置
者
若
し
く
は
管
理
者
、
と
畜
業
者
そ
の
他
の

関
係
者
の
事
務
所
、
倉
庫
そ
の
他
の
施
設
に
立
ち
入
り
、
設
備
、
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物

件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

(

裏
面) 
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